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第１章 
カーボンニュートラル宣⾔・取組体制等 
１．カーボンニュートラル宣⾔ 
 

我 が 国 は 、 2050 年 ま で に 温 室 効 果 ガ ス （ 以 下 「 CO2」 ） の 排 出 量 を 実 質 ゼ ロ に
す る と い う ⾼ い ⽬ 標 を ⽰ し て い ま す 。 こ の ⽬ 標 は 、 本 学 の 取 組 む 持 続 可 能 な 開 発
⽬ 標 （ 以 下 「 SDGs」 ） （ ※ 1） に も 深 く 関 連 し て お り 、 そ の 達 成 に 向 け て 創 り 出 す
エ ネ ル ギ ー を 質 ・ 量 ・ タ イ ミ ン グ に 応 じ て 共 有 し 、 発 展 と 成 ⻑ の 成 果 を 享 受 す る
社 会 シ ス テ ム を 構 築 す る 必 要 が あ り ま す 。  

こ れ に 向 け て 本 学 は 、 ⼈ 間 知 ・ 機 械 知 ・ ⾃ 然 知 の 融 合 に よ り 新 た な 価 値 （ 進 化
知 ） を 創 造 し 、 ⾃ 律 的 に 課 題 を 解 決 し な が ら 発 展 し 続 け る ｢共 創 進 化 ス マ ー ト 社 会
（ Society5.0） ｣を 実 現 す る と い う ビ ジ ョ ン の 下 に 、 そ の 叡 智 を 結 集 し 、 情 報 通 信
技 術 を ⽤ い た イ ン タ ー ネ ッ ト 型 の エ ネ ル ギ ー プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に 必 要 と な る 重 要
な 要 素 技 術 の 開 発 を 推 進 し ま す 。 ま た 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 実 現 す る エ ネ ル
ギ ー イ ン フ ラ パ ラ ダ イ ム と 、 そ の シ ス テ ム 技 術 等 の 開 拓 に 向 け て 、 以 下 の 取 組 を
強 ⼒ に 推 進 し ま す 。  
○ 情 報 通 信 技 術 と エ ネ ル ギ ー 技 術 の 融 合 に よ る ⾰ 新 的 な 相 乗 作 ⽤ に よ り 、 環 境 と

経 済 を 両 ⽴ し 、 セ キ ュ ア か つ レ ジ リ エ ン ト な 社 会 基 盤 を ⽬ 指 す 最 先 端 の 研 究 開
発 を 推 進 し ま す 。 バ ッ ク キ ャ ス ト 思 考 に よ り 技 術 的 課 題 を 明 ら か に し 、 そ の ソ
リ ュ ー シ ョ ン 研 究 を 通 じ て 情 報 ・ エ ネ ル ギ ー 総 合 学 理 ・ 技 術 を 創 成 し ま す 。  

○ 全 て の 教 育 ・ 研 究 に お い て 、 そ の 活 動 と 成 果 の カ ー ボ ン フ ッ ト プ リ ン ト を 意 識
し 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 貢 献 を 感 じ る こ と が で き る 教 育 体 制 を 構 築 し ま
す 。 ま た 、 様 々 な 分 野 に お い て 次 世 代 の 研 究 ・ 開 発 の 主 役 と な る 学 ⽣ が 、 ⼈ 類
全 体 の 発 展 に 寄 与 す る 意 識 を 持 ち 、 具 体 的 な 知 識 と ス キ ル を 備 え 、 イ ン タ ー ネ
ッ ト 型 エ ネ ル ギ ー プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 基 盤 と し て 持 続 可 能 な 社 会 の 創 造 に 資 す
る ⼈ 材 育 成 を ⽬ 指 し ま す 。  

○ キ ャ ン パ ス を カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 研 究 ・ 実 現 の 拠 点 と 位 置 づ け 、 情 報 ・ エ
ネ ル ギ ー 総 合 学 理 ・ 技 術 の 実 践 と 議 論 を 可 能 に す る 組 織 及 び 施 設 や 研 究 設 備 を
配 置 し ま す 。 ま た 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 貢 献 す る ⽬ 的 と 役 割 を ⼤ 学 運 営 に
お け る 全 て の 取 組 に 付 与 し 、 国 、 ⾃ 治 体 、 企 業 、 国 内 外 の ⼤ 学 、 研 究 機 関 等 と
連 携 し て 斬 新 か つ 実 効 性 の ⾼ い 研 究 を 推 進 し 、 ゼ ロ カ ー ボ ン キ ャ ン パ ス の 実 現
と 成 果 の ⽔ 平 展 開 、 さ ら に は ⾰ 新 的 な イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 に 貢 献 し ま す 。  

 
本 学 は 、 専 ⾨ 分 野 の 強 み や 特 ⾊ を 活 か し た こ れ ら 取 組 の 実 装 に よ り 、 2030 年 の

SDGs 達 成 や 2050 年 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 向 け て 、 産 業 競 争 ⼒ 向 上 と 優
れ た ⼈ 材 輩 出 に 貢 献 し 、 我 が 国 や 世 界 の 先 導 的 モ デ ル と な る こ と を 宣 ⾔ し ま す 。  

       

令和４年６⽉ 
国⽴⼤学法⼈電気通信⼤学 

 

学 ⻑ 
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２．取組体制 

本 学 で は 、 宣 ⾔ に 掲 げ た 取 組 を 強 ⼒ に 推 進 す る た め 、 学 ⻑ を 本 部 ⻑ 、
複 数 の 理 事 を 副 本 部 ⻑ と す る 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 」 を 設
置 す る と と も に 、 推 進 本 部 の 下 に 担 当 理 事 及 び 教 職 協 働 で 構 成 さ れ た
「 教 育 ・ ⼈ 材 育 成 」 「 研 究 」 「 ⼤ 学 運 営 」 の 各 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ を
設 置 し 、 ⼤ 学 の 活 動 全 般 を 共 有 ・ 統 合 し 、 教 育 研 究 に 留 ま ら ず 社 会 実
装 も 含 め て ⼀ 体 的 に 推 進 す る 全 学 体 制 を 整 備 し て い る 。  

 

 

 

 

 

学 ⻑ 

役員会

カーボンニュートラル推進本部
本部⻑：学⻑

・環境⽅針に基づく活動の企画⽴案、実施、調査及び改善並びに情報収集、啓発そ

の他の活動に関すること

・カーボンニュートラルの実現に向けた計画案、⽬標値設定及び施策の策定に関す

ること

 

 

教育 WG 

副本部⻑：理事（教

育・国際戦略担当） 

カーボンニュートラル

に向けた教育・⼈材育

成に関すること

研究 WG 

副本部⻑：理事（研究

･産学官連携戦略担

当） 

カーボンニュートラル

に向けた研究に関する

こと

国、⾃治体 
企業、国内
外の⼤学、 
研究機関 

等

環境保全室 

室⻑：理事

（総務・財務

担当） 

環境保全に関

すること 

運営 WG 
副本部⻑：理事（総

務・財務担当）

カーボンニュートラル

に向けた⼤学運営に関

すること

安全管理室 

室⻑：理事

（総務・財務

担当） 

安全衛⽣に関

すること 

学内組織、学内関係事業者等
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３．ロードマップ 

2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 向 け て 、 ⼤ 学 全 体 と し て の 10 年 ご
と の CO₂排 出 量 の ⽬ 標 値 を 定 め る 。 具 体 的 に は 以 下 に ⽰ す と お り 、 省 エ ネ
ル ギ ー 及 び 創 エ ネ ル ギ ー へ の 取 組 や 再 ⽣ 可 能 エ ネ ル ギ ー の 使 ⽤ も 加 え て 、
2030 年 ま で に 33％ （ 2020 年 ⽐ ） 、 2040 年 ま で に 66％ を 削 減 し 、 2050
年 に カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 達 成 す る 。

カーボンニュートラル
に向けた分野

2010 年 
2020 年 2030 年 2040 年 2050 年達成 

教育・⼈材育成 ・カーボンニュートラルに貢献する先端的教育 ・研究成果の発信、教育カリキュラムの導⼊及び実施 他

研 究 ・創エネ・蓄エネ・省エネ等 9 つの領域に関連する技術開発及び実装等

⼤学運営 

・ 「共創進化型イノベーション・コモンズ マスタープラン」（策定中）における 
全体⾯積最適化により ZEB 新営建物を⽴案、⻑寿命化させる既存建物の 
100%ZEB Ready 改修を計画 

・太陽光発電パネルの構造上可能な建物屋上へ 100％設置

・教育研究建物の空調・換気・照明を⾼効率設備へ 100%切り替え
・教育研究建物の外⽪強化（断熱性強化）を 100%実施

・⼤学全構成員へカーボンニュートラル講習会等の意識啓発を定期開催

・ノー残業デーの徹底、クールビズ及びウォームビズの前後 1 ヶ⽉延⻑による電⼒等削減

・ペーパーレス化及び資源リサイクルの徹底による廃棄物処分量の 50%削減

・キャンパス屋内外の緑化活動の活発化等

2010 年 2020 年 2030 年 2040 年

-19.8％

カーボンニュートラル
達成

[t-CO₂]

-33％ -66％

CO₂排出量

創エネ、再エネの利⽤による CO₂削減⽬標 

-100％

省エネによる CO₂削減⽬標

-40％
-60％

-26％

-40％

-20％

2010 年から 2020 年までに削減した CO₂

2020 年⽐ 

-60％

【 ロ ー ド マ ッ プ 】  

-13％

実績  計画
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４．CAPDo サイクルによる進捗管理・検証・フォローアップ 
 

本 推 進 計 画 は 、 CAPDo（ キャップ・ドゥ）サ イ ク ル の 考 え ⽅ に 基 づ き 、 進
捗 管 理 と 検 証 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 実 施 す る 。  
 

・ C（ Check）  ： 研 究 ・ 教 育 ・ 運 営 の 各 WG で 現 状 と 課 題 を 把 握 。  
・ A（ Act）         ： 現 状 と 課 題 に 基 づ く 改 善 内 容 を ⽴ 案 。  
・ P（ Plan）      ： 推 進 本 部 で 改 善 内 容 に よ る 施 策 ・ ⽬ 標 ・ 計 画 を 設 定 。  
・ Do（ Do）       ： 各 WG で 施 策 ・ 計 画 に 基 づ い た 取 組 を 実 施 。  
  ↓ 
・ C（ Check） ： 取 組 に よ り 新 た に 得 ら れ た 課 題 を 把 握 。  
 

毎 年 度 、 各 WG に お い て 定 期 的 な 確 認 を ⾏ う と と も に 、 推 進 本 部 に お い
て ５ 年 周 期 で 上 記 サ イ ク ル を 回 し 、 2030 年 度 及 び 2040 年 度 に ⽬ 標 達 成
状 況 を 踏 ま え た 検 証 や フ ォ ロ ー ア ッ プ を ⾏ う 。 こ れ に よ り 、 カ ー ボ ン ニ ュ
ー ト ラ ル に 関 す る 様 々 な 課 題 や 問 題 を ⾃ ⽴ 的 か つ 連 続 的 に 解 決 し 、 進 化 し
続 け る 共 創 進 化 機 能 が 内 包 さ れ 、 2030 年 の SDGs 達 成 に 寄 与 す る と と も
に 、 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 を 実 現 す る 。  

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

【 CAPDo サ イ ク ル 】  
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第２章 
カーボンニュートラルに向けた 
教育・⼈材育成 
１．これまでの取組と課題点・留意点  

本 学 は 、 ⼈ 間 ・ 社 会 ・ ⾃ 然 の 秩 序 を 形 成 す る 物 ・ エ ネ ル ギ ー ・ 情 報 の 相
互 作 ⽤ 、 つ ま り 、 通 信 に よ る 情 報 交 換 の み な ら ず 、 ⽣ 命 活 動 を 維 持 す る 細
胞 間 の 物 質 交 換 、 経 済 活 動 を 促 す 貨 幣 の 交 換 、 ⾃ 然 界 で の エ ネ ル ギ ー 交 換
も 全 て コ ミ ュ ケ ー シ ョ ン と 考 え 、 こ れ を 研 究 対 象 と す る 科 学 を 「 総 合 コ ミ
ュ ニ ケ ー シ ョ ン 科 学 」 と し て 提 唱 し て い る 。 こ れ に 基 づ き 、 学 域 ・ ⼤ 学 院
の 各 階 層 で の 教 育 プ ロ グ ラ ム を 展 開 す る 等 、 持 続 可 能 な 社 会 を 実 現 す る た
め の 教 育 ・ ⼈ 材 育 成 活 動 を 推 進 し て い る 。 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル
達 成 に 向 け て 、 以 下 の 課 題 点 等 に 対 応 し 、 教 育 の 体 系 化 と 展 開 を 推 進 し て
い く こ と が 重 要 と な る 。  

 
（ １ ） 「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 宣 ⾔ 」 の 総 合 的 理 解  

現 状 、 専 ⾨ 家 を 除 け ば エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 問 題 は 、 社 会 ・ 経 済 ・ 政 治 学 と
い っ た 社 会 科 学 的 な 議 論 が 中 ⼼ で あ り 、 実 社 会 で 必 要 と さ れ る エ ネ ル ギ ー
量 や そ の 創 出 ⽅ 法 を 科 学 的 ・ 定 量 的 に 広 く 教 育 ・ 議 論 す る に ⾄ っ て い な
い 。 こ の こ と か ら 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 正 し く 理 解 し 、 ⾏ 動 で き る ⼈
材 」 、 す な わ ち 、 エ ネ ル ギ ー 、 マ テ リ ア ル 、 イ ン フ ラ シ ス テ ム 、 環 境 問 題
等 に つ い て 科 学 的 定 量 性 を も っ て 俯 瞰 的 に 理 解 し 、 課 題 解 決 に 向 け た ⾏ 動
や 複 合 的 な マ ネ ジ メ ン ト の で き る ⼈ 材 を 育 成 す る こ と が 必 要 と な る 。  

 
（ ２ ） 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 教 育 」 を 通 じ た 進 化 知 の 創 造  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 教 育 に つ い て は 、 学 ぶ べ き 知 識 や 技 術 の 領 域 と そ
の ⽅ 法 が 明 ら か に な っ て い な い こ と も 課 題 で あ る 。 ま た 、 地 球 環 境 問 題
は 学 際 的 か つ 現 在 進 ⾏ 形 で 体 系 化 が 進 ん で い る 学 問 分 野 で あ る た め 、 多
様 な 領 域 に お け る 先 端 的 な 科 学 を キ ャ ッ チ ア ッ プ し 、 連 携 と 融 合 を 繰 り
返 し て 新 た な 価 値 （ 進 化 知 ） を 創 造 す る 教 育 プ ロ グ ラ ム が 必 要 と な る 。  

 
（ ３ ） 教 育 プ ロ グ ラ ム に 関 す る ⻑ 期 マ ネ ジ メ ン ト の 確 ⽴  

2050 年 に カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 達 成 す る に は 、 あ ら ゆ る 分 野 に お い
て 少 な く と も 約 30 年 間 に 及 ぶ ⻑ 期 間 の マ ネ ジ メ ン ト が 必 要 で あ る 。 そ の
た め 、 次 世 代 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル ⼈ 材 と そ の 能 ⼒ の 定 義 、 そ れ に 向
け た 教 育 資 源 に 関 す る 現 状 分 析 と 教 育 基 盤 の 整 備 に 関 す る マ ネ ジ メ ン ト
サ イ ク ル を 確 ⽴ し て い く こ と が 必 要 と な る 。  

5



 

  

  

 

２．アクションプラン  
教 育 ・ ⼈ 材 育 成 に お い て は 、 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 貢 献 す る ⼤

学 等 コ ア リ シ ョ ン 」 等 の 活 動 を 踏 ま え 、 地 球 規 模 で の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ
ル の 概 念 、 社 会 ⽣ 活 に お け る 必 要 エ ネ ル ギ ー 量 と 現 時 点 で の 創 出 ⽅ 法 、 技
術 の 経 済 性 ・ 社 会 適 応 性 な ど に 係 る 教 育 達 成 ⽬ 標 値 の 設 定 と 、 そ の 達 成 に
向 け た 計 画 を ⽴ 案 し て 教 育 運 営 の マ ネ ジ メ ン ト 体 制 を 確 ⽴ す る た め 、
2027 年 度 ま で に 以 下 の 取 組 を 強 ⼒ に 進 め る 。  

 
（ １ ） 全 学 ⽣ ・ 教 職 員 に 対 す る 啓 発  

・ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 正 確 で 俯 瞰 的 な 理 解 を 促 進 す る た め 、
全 学 ⽣ ・ 教 職 員 に 対 す る 各 種 セ ミ ナ ー や 研 修 等 を 実 施 す る 。  

（ ２ ） 教 育 段 階 に 応 じ た カ リ キ ュ ラ ム の 導 ⼊ に よ る 異 な る 専 ⾨ 技 術 の 融 合  
・ 次 世 代 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル ⼈ 材 と そ の 能 ⼒ を 定 義 し 、 カ ー ボ ン ニ ュ

ー ト ラ ル の リ テ ラ シ ー か ら 専 ⾨ 的 知 識 と 技 能 ま で を 効 果 的 に 習 得 で き
る 教 育 段 階 に 応 じ た カ リ キ ュ ラ ム を 構 築 す る 。  

・ 同 時 に 副 専 攻 プ ロ グ ラ ム を 実 施 し 、 異 な る 分 野 の 専 ⾨ 知 識 ・ 技 能 を 融
合 で き る ⼈ 材 を 育 成 す る 。  

（ ３ ） 教 育 成 果 の 社 会 実 装  
・ 本 学 が 持 つ 世 界 ⽔ 準 の 技 術 と 他 ⼤ 学 等 の 教 育 資 源 を 効 果 的 に 活 ⽤ し 、

豊 か な コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の も と で 知 識 ・ 知 ⾒ を 集 積 ・ 共 有 ・ 再 構 成
す る こ と に よ り 、 新 た な 価 値 （ 進 化 知 ） を ⾃ 律 的 に 創 出 で き る ⼈ 材 を
育 成 す る 。  

・ グ ロ ー バ ル 社 会 の 課 題 解 決 の た め 、 異 分 野 融 合 を 通 じ て 得 ら れ た 先 導
的 教 育 活 動 成 果 を 社 会 実 装 ま で 拡 ⼤ さ せ る （ 国 際 社 会 実 装 セ ン タ ー の
活 ⽤ 等 ） 。  

（ ４ ） ⾃ 発 的 な 連 携 プ ロ ジ ェ ク ト 等 へ の 参 画 、 社 会 改 ⾰ を 牽 引 す る ⼈ 材
（ UEC「 ⼯ 」 型 ⼈ 材 ） を 輩 出  

・ 上 記 の 取 組 を 通 し て 、 ⾃ 発 的 に ⾃ 治 体 や 企 業 等 と の 連 携 プ ロ ジ ェ ク ト
等 に 参 画 し 、 さ ま ざ ま な 課 題 や ニ ー ズ に 応 じ た 成 果 の 社 会 実 装 や 国 内
外 へ の 発 信 を 通 じ て 社 会 変 ⾰ （ 経 済 社 会 シ ス テ ム の イ ノ ベ ー シ ョ ン ）
を 牽 引 し 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 貢 献 で き る 実 践 的 ⼈ 材 （ UEC
「 ⼯ 」 型 ⼈ 材 ） を 輩 出 す る 。  

   
スチューデント・アシスタント 
による農薬不使⽤の害⾍駆除 

環境への課題解決に貢献する博⼠⼈材を育成する 
「共同サステイナビリティ研究専攻」での教育研究活動 
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-TOPIC- 
コラム 

⾝体のダイエットの知識と 
電気等のエネルギーの関係性について 

⾷べ物と同じく様々な⾷品のカロリーと同様、⾝の回りの
電化製品等のエネルギー消費量を知識として得ておこう。 

 

機械知能システム学専攻 准教授 榎⽊ 光治 
 

 
カーボンニュートラル（CN）の推進は“ダイエット”と同じと考えても良いのかも知れな

い。体重を減らす、いわゆるダイエットに知識が必要であるということと、CN の達成のた
めに知識が必要であることとは似ている。たとえば、⼈間が⽣きていくために、成⼈であれ
ば⼀⽇あたりおよそ 2,000kcal 弱のエネルギーが必要である、といったことは、誰もが⼀度
は聞いたことがあるかと思う。そのように、カロリーは⾝近なエネルギーの単位の 1 つであ
る。そして体重を減らすことは、運動することで消費されるカロリーと、⾷物を摂取して得
られるカロリーをコントロールすることで達成される。この過程において、アイスクリーム
は 200kcal だとか、とあるカップラーメンは 400kcal だということを⾃ずと気にすることに
なり、知識として⾝の回りの⾷品のカロリーを⾝につけることになる。このコントロールを
継続することで、ダイエットは成功する。 

 
CN の達成は正にこの⾝体のダイエットの過程と同じであると考えても良い。そこで、エ

ネルギー問題の⼊⾨として、このコラムでは⾝近なたとえを⽤いながら CN について考えて
みたい。 

 
ワット［W］は環境問題や機械機器の消費電⼒などを表すエネルギーの単位である。カロ

リーとワットは、どちらもエネルギーの単位であるので、変換が可能である。即ち、1cal/s 
= 約 4.2W となり、ワットは 1 秒間に消費するエネルギーを表している。⼈間が⽣きていく
ためのエネルギーをワット、つまり 1 秒間あたりの消費エネルギーで考えると、 

2,000kcal ÷ (24 時間*60 分*60 秒) ×4.2≒ 100W 
となる（ここでは⼀⽇に必要なエネルギーを 2,000kcal として計算することにする）。 
これが多いのか少ないのか、ピンとくるかどうかが最初の⼤切な問題となるので、以下に⾝
近な家電製品の消費電⼒と⽐較してみる。 

どこの家庭にも職場にもある 2 ⼝コンセントから取り出せるエネルギーの総和は 1,500W、
そしてドライヤーはほぼ 1,500W を消費する。⼈間 15 ⼈分のエネルギーに等しい。⼀⽅で、
⼀昔前は消費電⼒がとてつもなく⼤きいイメージであったエアコンは家庭⽤であれば 
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8 畳程度で約 400W と、ドライヤーよりも低い消費電⼒で広い空間
の温度制御をすることができる。また、冷蔵庫は 24 時間 365 ⽇稼
働しているため、年間を通して家庭で消費される電⼒のトップであ
る。しかし、最新型ならば 4 ⼈家族 400L 程度の⽐較的⼤型機でも
平均 40W 程度で運転している。意外と冷蔵庫の消費電⼒は少ない
ので、短時間の停電であれば、⾃家発電機やガソリン⾃動⾞のシガーソケットを 100V に
変換してくれるインバーターが⼿元にあれば、万が⼀の場合は難を逃れられる。このイン
バーターは 100W から 300W 程度を⾃動⾞から供給してくれる。また、ノート PC が 20W
程度であるため、災害時には冷蔵庫を使いつつ情報を集めることも可能である。 

⼀⽅で、デスクトップ PC は最低でも 200W 以上は必要で、ノート PC の 10 倍に膨れ上
がる。⼈間は 100W のエネルギーで、体温の維持のみでなく、複雑な運動や知的労働等を
こなすことが可能である。余談ではあるが、このように考えると、⼈間の脳は⾼性能かつ
省エネルギー、そしてポータブルで、いかに素晴らしい臓器であるのかがわかる。そして
寒い⽇に⼈に寄り添うと⼀⼈あたりおよそ 100W の熱源となるので、温かく感じる。 

 
CN に話を戻そう。⼀般的に、家庭⽤のブレーカーは 40A 契約が多い。家庭では 100V×

40A=4,000W 程度を使⽤することができるということである。つまり、たとえば１つの家
庭内で使う電気について CN を達成するには、4,000Ｗのエネルギーを⽣産して消費するこ
とで CN の達成ができる。太陽光発電で賄うならば、晴天時に 1 ㎡あたり 1,500W のエネ
ルギーを与えているので、単純計算で 4,000W÷1,500W/㎡=2.7 ㎡が必要で、パネル効率
（20％）まで考えると 13 ㎡と 7.9 畳程度の広さの太陽光パネルが必要となる。かつパネ
ルの製造過程における CO2 排出量を考えると、⾮常に難しい問題になる。 

 
ちなみに、電気通信⼤学のトップページには現在の⼤学の消費電⼒状況が“可視化”されて

いる。私がこの原稿を執筆している蒸し暑い５⽉ 19 ⽇（⽊）の午後 4 時の時点で
1,920,000W (1,920 kW) もの電⼒を消費している。⼀般家庭の約 500 軒分のエネルギー
で、これは⼩さな町に匹敵する。このように考えれば、たとえば全学で CN を世界に先駆
けて達成した暁には、社会的に⼤きなインパクトを与え、今後この分野の世界を牽引して
いくことができるくらいの規模感といえるだろう。本学は運良くそのような⽴ち位置にい
るということである。 

但し、ダイエットは個⼈戦であるが、CN は団体戦であることに注意したい。だからこ
そ、電気通信⼤学の学⽣や教職員がこの“ダイエット”を成功させるために、まずはエネル
ギーを知る、つまり積極的に消費電⼒の感覚を⾝につけて、普段の⽣活に活かし始めるこ
とが、本学における CN のスタート地点だと私は考えている。 

ダイエットは⾟いが、⼤学構成員全員が楽しみながら⽬標を達成していくための⼯夫
を、私達カーボンニュートラル推進本部でも検討していきたい。 
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第３章  

カーボンニュートラルに向けた 
研究・社会実装 
１．これまでの取組と課題点・留意点  

2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を ⾒ 据 え た 技 術 開 発 は 、 脱 炭 素 に 向 け た ⼀
筋 の 流 れ だ け で は な く 、 ⼈ 類 の 発 展 に 向 け た 新 た な 産 業 ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン
を 創 出 し 、 地 域 や 新 興 国 と の 連 携 に よ る 幸 福 な 社 会 の 醸 成 に 寄 与 で き る ポ
テ ン シ ャ ル を 有 し た ⼤ き な 潮 流 と な っ て い る 。 本 学 で は そ れ に 関 わ る 研 究
を 、 基 礎 か ら 応 ⽤ に 渡 っ て 強 ⼒ に 進 め て い る 。 ⼀ ⽅ で 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト
ラ ル に 資 す る 科 学 技 術 の 体 系 化 に は 、 社 会 と 連 携 し た 実 証 実 験 に よ る 有 効
性 の 検 証 等 が 必 要 で あ り 、 以 下 の 課 題 点 等 へ の 対 応 が 重 要 と な る 。  

 
（ １ ） エ ネ ル ギ ー の 地 産 地 消 ・ ⾃ ⽴ 分 散 統 合 技 術 の 確 ⽴  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 実 現 す る た め に は 、 消 費 の す ぐ 近 く で 効 率 よ く
エ ネ ル ギ ー を 創 出 し 、 少 な い ロ ス で 、 そ れ を 活 ⽤ す る エ ネ ル ギ ー の 地 産
地 消 を 具 現 す る 「 ユ ー ザ ー が ⾃ ら 形 成 す る ⼩ 規 模 ⾃ ⽴ 分 散 シ ス テ ム 」 が
必 要 で あ る 。 ま た 、 こ れ ら を 社 会 に 有 効 に 実 装 し て ゆ く た め に は 、 さ ま
ざ ま な 規 模 や 能 ⼒ の ⾃ ⽴ 分 散 シ ス テ ム を 、 情 報 通 信 技 術 を ⽤ い て 既 存 イ
ン フ ラ と 協 調 し て 統 合 運 ⽤ す る 仕 組 み （ イ ン タ ー ネ ッ ト 型 エ ネ ル ギ ー プ
ラ ッ ト フ ォ ー ム ） が 必 要 と な る 。  

 

 

 

【 エ ネ ル ギ ー の 地 産 地 消 ・ ⾃ ⽴ 分 散 統 合 の た め の イ ン タ ー ネ ッ ト 型  
エ ネ ル ギ ー プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 概 念 図 】  
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（ ２ ） 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 向 け た 学 の 貢 献  

社 会 に お け る 様 々 な 既 存 の 枠 組 み を 超 え た 知 を 創 造 し 、 実 践 す る こ と が
⼤ 学 の 使 命 の ⼀ つ で あ る 。 特 に 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 基 礎 か
ら 応 ⽤ に ⾄ る ⼀ 連 の 研 究 に つ い て は 、 そ の 発 想 か ら 実 ⽤ 化 に ⾄ る ま で の
各 フ ェ イ ズ に お い て 、 必 要 な リ ソ ー ス を 供 出 し 、 迅 速 な 発 展 を 促 す 組 織
的 な 取 り 組 み が 必 要 で あ る 。 ま た 、 様 々 な 分 野 の 融 合 と 相 互 研 鑽 を 加 速
し 、 研 究 開 発 の 成 果 を 実 践 し て い ち 早 く 有 効 性 を 検 証 す る こ と が 必 要 と
な る 。  

 
（ ３ ） 産 学 官 コ ラ ボ レ ー シ ョ ン の 加 速  

イ ン タ ー ネ ッ ト 型 エ ネ ル ギ ー プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 開 発 、 実 証 す る た め に
は 技 術 的 な 課 題 だ け で は な く 、 実 証 規 模 や 法 的 規 制 な ど の 壁 を 越 え て い
く こ と が 必 要 と な る 。 ま た 、 ⼤ 学 は ⾃ ら 創 造 し た 技 術 の 有 効 性 を 積 極 的
に 社 会 に 向 け て 発 信 し 、 産 業 界 な ら び に ⾏ 政 と 連 携 し な が ら 取 組 を 加 速
す る こ と が 必 要 と な る 。  

 
２．アクションプラン 

研 究 に お い て は 、 「 ユ ー ザ ー が ⾃ ら 形 成 す る ⼩ 規 模 ⾃ ⽴ 分 散 シ ス テ ム 」
に よ る 地 産 地 消 と ⾃ ⽴ 分 散 統 合 を 実 現 す る 要 素 と し て 、 以 下 の ９ つ の 領 域
の 研 究 を 推 進 す る 。 さ ら に そ れ ら の 研 究 か ら ⽣ み 出 さ れ る 技 術 を 統 合 し
て 、 最 適 化 を 図 り な が ら 新 陳 代 謝 を 可 能 と す る エ ネ ル ギ ー プ ラ ッ ト フ ォ ー
ム を 確 ⽴ す る た め 、 キ ャ ン パ ス 内 で の 実 践 等 を 通 じ て 実 証 検 証 を 強 ⼒ に 進
め る 。  

そ こ で 得 ら れ た 研 究 成 果 の 共 有 と 議 論 を 通 じ て 効 果 の 最 ⼤ 化 を 図 り 、 カ
ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 寄 与 を 明 ら か に し て 社 会 実 装 を 迅 速 化 す る 。  

 
（ １ ） カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 実 現 に 資 す る 研 究 領 域 と 本 学 が 取 り 組 む 具 体 的

な 要 素 研 究  
 

① 創 エ ネ ： ⾃ 然 界 か ら 最 ⼩ 限 の 環 境 負 荷 で エ ネ ル ギ ー を 創 り 出 し 、 活 ⽤
で き る 形 で 提 供 す る 研 究 。  
・ ⾼ 効 率 太 陽 電 池 ・ ⾼ 性 能 情 報 通 信 デ バ イ ス へ の 半 導 体 量 ⼦ ナ ノ 構 造

の 応 ⽤  
・ ⾼ 効 率 ・ 低 コ ス ト ・ ⾼ 安 定 性 を 持 つ 新 型 太 陽 電 池  
・ 環 境 発 電 を ⽤ い た バ ッ テ リ ー レ ス 無 線 セ ン サ ー 技 術  
・ ト ラ イ ポ ロ ジ ー に ⽴ 脚 し た マ ク ロ 超 潤 滑 シ ス テ ム と 再 ⽣ エ ネ ル ギ ー

活 ⽤ の た め の 環 境 発 電 技 術  
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② 蓄 エ ネ ： エ ネ ル ギ ー を 作 り 出 し た 時 点 と 必 要 と す る 時 点 の 差 を 埋 め る
た め 、 で き る だ け 少 な い 損 失 で エ ネ ル ギ ー を 蓄 え て お く 研 究 。  
・ マ ル チ 同 時 系 列 計 測 が 可 能 な in situ 放 射 光 ビ ー ム ラ イ ン に よ る 燃

料 電 池 解 析  
・ イ ン タ ー ネ ッ ト 型 （ DIY 型 ） マ イ ク ロ グ リ ッ ド  

 
③ 省 エ ネ ： 従 来 よ り も 少 な い エ ネ ル ギ ー 消 費 量 で 活 動 で き る よ う に 、 効

率 を 改 善 し て 不 要 な エ ネ ル ギ ー 消 費 を 省 く 研 究 。  
・ 進 化 計 算 に よ る ビ ル 設 備 の 省 エ ネ ル ギ ー 運 ⽤  
・ ⽊ 質 系 材 料 の 流 動 に よ る ⼤ 変 形 加 ⼯ 技 術  
・ 量 ⼦ 効 果 が 熱 流 に 与 え る 影 響 規 則 の 系 統 的 解 明  
・ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の た め の ⼤ 型 計 算 機 の 省 エ ネ ル ギ ー 化  
 

④活 エ ネ ： エ ネ ル ギ ー を 無 駄 な く 有 効 な 形 で 活 ⽤ し て 、 新 し い 価 値 を ⽣
み 出 す こ と を 容 易 に す る 研 究 。  
・ 発 電 量 と 設 置 性 を 両 ⽴ し た 円 筒 形 太 陽 電 池 技 術  
・ AI 予 測 最 適 化 ⼿ 法 を ⽤ い た 窓 ⽤ 透 明 型 太 陽 電 池 の 設 計 開 発  
 

⑤ エ ネ ル ギ ー ・ ミ ッ ク ス ： さ ま ざ ま な 形 の エ ネ ル ギ ー を 転 換 ・ 加 ⼯ し て
電 ⼒ に し 、 経 済 性 、 環 境 へ の 影 響 、 供 給 安 定 性 、 安 全 性 を 考 慮 し て 最
適 構 成 す る 研 究 。  
・ 排 熱 エ ネ ル ギ ー を 回 収 す る 熱 交 換 技 術 の ⾶ 躍 的 効 率 向 上  
 

⑥ エ ネ ル ギ ー ・ マ ネ ジ メ ン ト ： 創 エ ネ 、 蓄 エ ネ 、 省 エ ネ 、 活 エ ネ 、 エ ネ
ル ギ ー ・ ミ ッ ク ス の 状 況 を 可 視 化 し 、 効 率 的 に 使 ⽤ し て 社 会 の 成 ⻑ と
持 続 に 貢 献 す る 研 究 。  
・ 炭 素 税 と 経 済 連 携 協 定 を 考 慮 し た グ ロ ー カ ル ⽣ 産 物 流 網 構 築  
・ エ ネ ル ギ ー の ト ー タ ル マ ネ ジ メ ン ト 技 術  
 

⑦ レ ジ リ エ ン ス ： シ ス テ ム が 外 乱 に 対 し て な る べ く 早 期 に 対 応 し 、 影 響
か ら 回 復 す る こ と に よ っ て ダ イ ナ ミ ッ ク な 安 定 性 に 最 ⼩ の 影 響 し か も
た ら さ な い よ う に す る 研 究 。  
・ 都 市 沿 ⾯ を 活 ⽤ し た 太 陽 光 発 電 ポ テ ン シ ャ ル 評 価 ⼿ 法  
 

⑧ 安 全 ・ セ キ ュ リ テ ィ ： シ ス テ ム に 受 容 で き な い リ ス ク や 脅 威 が ⽣ じ な
い よ う に 、 そ れ ら を 未 然 に 防 ⽌ す る 研 究 。  
・ 分 散 型 エ ネ ル ギ ー の エ ッ ジ 組 込 み 型 セ キ ュ リ テ ィ 機 能 の 開 発  
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⑨ CO₂回 収 ： こ れ ま で の ⼈ 類 の 活 動 で 発 ⽣ し た 過 剰 な CO₂を 、 さ ま ざ ま

な 技 術 に よ り 効 率 的 に 固 着 し て 気 候 変 動 へ の 寄 与 を 抑 制 す る 研 究 。  
・ 振 動 を 利 ⽤ し た 樹 ⽊ 害 ⾍ の ⾏ 動 制 御 お よ び 樹 ⽊ 保 護  
・ ⾼ 効 率 ⽔ 素 ⽣ 成 と CO₂の 回 収  
 

（ ２ ） 情 報 通 信 技 術 と エ ネ ル ギ ー 技 術 の 融 合  
・ ９ 領 域 の 要 素 研 究 を キ ャ ン パ ス 内 で 実 践 し 、 ICT の 適 ⽤ に よ り ⼤ 学 施

設 全 体 を ス マ ー ト キ ャ ン パ ス 化 。  
・ 建 物 間 、 施 設 間 の 相 互 寄 与 に よ る 全 体 の エ ネ ル ギ ー の ベ ス ト ミ ッ ク ス

を 図 る イ ン タ ー ネ ッ ト 型 エ ネ ル ギ ー プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 確 ⽴ 。  
・ 情 報 学 、 情 報 ・ ネ ッ ト ワ ー ク ⼯ 学 、 機 械 知 能 シ ス テ ム 学 、 基 盤 理 ⼯ 学

の 協 調 に よ る 新 た な 領 域 を 創 出 。  
 

（ ３ ） カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 向 け た 活 動  
・ ⾃ 治 体 ・ 企 業 ・ ⼤ 学 等 研 究 機 関 と の 連 携 を 深 め 、 研 究 の 深 化 と 成 果 の

普 及 の 両 ⽅ を 充 実 。  
・ あ ら ゆ る 産 業 、 公 的 機 関 、 そ し て 個 ⼈ が エ ネ ル ギ ー に 対 す る 意 識 を 持

っ て ⾏ 動 す る こ と の 啓 発 。  
・ 定 期 的 な シ ン ポ ジ ウ ム ・ セ ミ ナ ー を 通 じ て 積 極 的 な 情 報 発 信 に 努 め 、

対 話 に よ る 相 互 理 解 と 課 題 共 有 の 促 進 。  
・ そ れ ぞ れ の 強 み を 活 か し た 共 同 研 究 を 通 じ て 新 た な 共 創 に 繋 げ 、 外 部

研 究 資 ⾦ の 獲 得 を 強 ⼒ に 推 進 。  
・ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 実 現 へ の 研 究 活 動 を 通 し て 、 社 会 を 変 ⾰ 出 来 る

研 究 リ ー ダ ー の 創 出 。  
 
（ ４ ） 社 会 実 装 の 迅 速 化 に 向 け た 活 動  

さ ま ざ ま な ⽬ 的 と 機 能 を 持 つ 建 物 が 同 じ 場 所 に 集 ま る ⼤ 学 は 、 そ れ ⾃ 体
を ⼀ つ の 街 と ⾒ な す こ と が で き る 。 す な わ ち 、 ⼤ 学 の キ ャ ン パ ス は そ の
実 証 検 証 を ⾏ う 場 と し て 最 適 で あ り 、 上 記 ９ 領 域 の 要 素 研 究 を キ ャ ン パ
ス 内 で 実 践 し 、 ICT の 適 ⽤ に よ る ⼤ 学 施 設 全 体 の ス マ ー ト キ ャ ン パ ス 化
を ⼿ 段 と し て 効 果 を 定 量 的 に 可 視 化 、 評 価 で き る 仕 組 み と 組 織 を 整 備 す
る 。  

得 ら れ た 研 究 成 果 の 共 有 と 議 論 を 通 じ て 異 分 野 連 携 に よ る 効 果 の 最 ⼤ 化
を 図 り 、 街 全 体 と し て の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 寄 与 を 明 ら か に し て
社 会 実 装 を 迅 速 化 す る 。 こ れ に よ り 、 本 学 が 社 会 の 変 ⾰ を リ ー ド し て い
く こ と を ⽬ 指 す 。  
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第４章 
カーボンニュートラルに向けた⼤学運営 
１．これまでの取組 

⼤ 学 運 営 で は 、 SDGs の ⽬ 標 達 成 に 向 け た 様 々 な 取 組 の な か で 、 カ ー ボ
ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 連 す る 環 境 配 慮 活 動 と し て 、 省 エ ネ ル ギ ー ・ 創 エ ネ ル
ギ ー に 関 す る ハ ー ド ⾯ 及 び ソ フ ト ⾯ の 取 組 を 計 画 的 に 実 施 し 、 経 済 産 業 省
や 東 京 都 が 指 定 す る CO₂排 出 量 及 び エ ネ ル ギ ー 削 減 量 を 継 続 し て 達 成 し て
い る 。  
・ ハ ー ド ⾯  キ ャ ン パ ス の 施 設 （ 建 物 ・ 施 設 設 備 ・ イ ン フ ラ ） の エ ネ ル

ギ ー 使 ⽤ 量 を 抑 え る 中 ⻑ 期 的 な 取 組 。  
・ ソ フ ト ⾯  組 織 や 個 ⼈ の 意 識 や ⾏ 動 に よ り 、 エ ネ ル ギ ー の 使 ⽤ 量 を 抑

え る 取 組 や 活 動 。  
 

〜 本 学 が 取 組 む 環 境 に 関 連 す る SDGs の ⽬ 標 〜  

 
 
（ １ ） 省 エ ネ ル ギ ー へ の 取 組  

１ ） ハ ー ド ⾯ の 取 組  
施 設 設 備 を 省 エ ネ ル ギ ー 対 応 機 器 に 切 り 替 え 、 電 気 ・ ガ ス 等 使 ⽤ エ ネ ル

ギ ー 削 減 を 実 現 で き る 計 画 的 な 整 備 を 実 施 。  
・ 空 調 設 備 に お け る CO₂排 出 量 の 少 な い ⾼ 効 率 機 器 導 ⼊ や 台 数 制 御 、 換

気 設 備 に お け る 全 熱 交 換 器 導 ⼊ 等 に よ る 使 ⽤ エ ネ ル ギ ー 削 減 。  
・ A 重 油 を 燃 料 と す る 蒸 気 ボ イ ラ ー の 全 廃 ⽌ に よ る ⼤ 気 汚 染 物 質 ゼ ロ 化 。  
・ 電 気 変 圧 器 を ⾼ 効 率 ト ッ プ ラ ン ナ ー 機 器 切 り 替 え 、 電 気 使 ⽤ 量 削 減 。  
・ ⾼ 効 率 ラ ン プ ・ LED 切 り 替 え や ⼈ 感 セ ン サ ー に よ る 電 気 使 ⽤ 量 削 減 。  
・ 窓 ガ ラ ス ⽇ 射 調 整 フ ィ ル ム 貼 付 、 壁 断 熱 材 吹 付 け に よ る 室 温 維 持 。  

 
２ ） ソ フ ト ⾯ の 取 組  

学 ⽣ 、 教 職 員 、 関 係 者 等 の 意 識 を ⾼ め る 以 下 取 組 を 実 施 。  
・ 空 調 室 内 温 度 の 適 正 管 理 。 メ ー ル 、 ラ ベ ル 貼 り に よ る 周 知 。  
・ ノ ー 残 業 デ ー 、 ク ー ル ビ ズ の 導 ⼊ や 学 ⽣ と の コ ラ ボ レ ー シ ョ ン 等 を 通 じ

た 省 エ ネ ル ギ ー キ ャ ン ペ ー ン の 推 進 。  
・ 廃 棄 物 抑 制 及 び 資 源 リ サ イ ク ル 。 グ リ ー ン 購 ⼊ 法 に 基 づ く 契 約 等 。  
・ 「 花 植 え 活 動 」 、 キ ャ ン パ ス 緑 地 維 持 管 理 等 活 動 環 境 配 慮 ⾏ 動 の 推 進 。  
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【 学 ⽣ と の コ ラ ボ レ ー シ ョ ン に よ る 節 電 啓 発 ポ ス タ ー 】  

（ 書 Do!部 ）        （ 美 術 部 ）  
 

 
【 ト イ レ 節 電 ス テ ッ カ ー 】  

 
 

（ ２ ） 創 エ ネ ル ギ ー へ の 取 組  
こ れ ま で に 、 A 棟 、 東 ４ 号 館 、 本 館 、 B 棟 、 体 育 館 の 屋 上 に 太 陽 光 発 電

設 備 （ 太 陽 光 パ ネ ル ） や 蓄 電 池 を 計 画 的 に 整 備 し て お り 、 そ の 総 設 備 容
量 は 86kW と な っ て い る 。 こ れ ら の 電 ⼒ は 、 平 常 時 に は 、 照 明 ･コ ン セ ン
ト の ほ か 、 空 調 設 備 等 へ の 電 ⼒ 供 給 を ⾏ っ て い る ほ か 、 災 害 発 ⽣ 時 に
は 、 避 難 場 所 へ の 電 ⼒ 供 給 に 活 ⽤ し て い る 。  

 

   
 

【 太 陽 光 発 電 パ ネ ル と 蓄 電 池 （ 左 ： 本 館 、 右 ： A 棟 屋 上 ） 】  
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２．実績 
 

本 学 で は 、 上 記 の 取 組 等 を 通 じ て 「 エ ネ ル ギ ー の 使 ⽤ の 合 理 化 等 に 関 す
る 法 律 」 に 基 づ く 、 ５ 年 間 平 均 エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 （ ※ 2） を 年 １ ％ 以 上
低 減 す る 努 ⼒ ⽬ 標 、 ま た は ⼤ 学 に 設 定 さ れ た 中 ⻑ 期 的 に ⽬ 指 す ⽔ 準 （ ベ ン
チ マ ー ク 制 度 （ ※ 3） ） を 継 続 し て 達 成 し て お り 、 経 済 産 業 省 が 実 施 す る 事
業 者 ク ラ ス 分 け 評 価 制 度 （ ※ 4） で 省 エ ネ が 優 良 な 事 業 者 （ ⽬ 標 達 成 事 業
者 ） と し て S 評 価 を 受 け て い る 。  

ま た 、 東 京 都 の 「 都 ⺠ の 健 康 と 安 全 を 確 保 す る 環 境 に 関 す る 条 例 」 （ 以
下 、 「 環 境 確 保 条 例 」 と い う 。 ） に 基 づ く 削 減 義 務 に つ い て も 、 基 準 年
（ 2003 年 度 （ 平 成 15 年 度 ） 〜 2005 年 度 （ 平 成 17 年 度 ） ） の 平 均 CO₂
排 出 量 に 対 し て 、 第 １ 計 画 期 間 （ 2010 年 度 （ 平 成 22 年 度 ） 〜 2014 年 度
（ 平 成 26 年 度 ） ） は ８ ％ 、 第 ２ 計 画 期 間 （ 2015 年 度 （ 平 成 27 年 度 ） 〜
2019 年 度 （ 令 和 元 年 度 ） ） は 17％ の 削 減 を 達 成 し て い る 。 ま た 、 第 ３ 計
画 期 間 （ 2020 年 度 （ 令 和 ２ 年 度 ） 〜 2024 年 度 （ 令 和 ６ 年 度 ） ） は 2020
年 度 （ 令 和 ２ 年 度 ） ま で 、 27％ の 削 減 を 達 成 し て い る 。 （ 2021 年 度 （ 令
和 3 年 度 ） は 算 出 中 。 ）  

 
こ れ ら の ほ か 、 ⼤学、企業などで 構 成 さ れ 、 国 内 の サ ス テ イ ナ ブ ル キ ャ ン

パ ス 構 築 の 取 組 を 推 進 し 持 続 可 能 な 環 境 配 慮 型 社 会 の 構 築 に 貢 献 す る こ と
を ⽬ 的 と し て 活 動 を ⾏ う 「 サ ス テ イ ナ ブ ル キ ャ ン パ ス 推 進 協 議 会 （ CAS-
Net JAPAN） 」 が 実 施 す る サ ス テ イ ナ ブ ル キ ャ ン パ ス 評 価 シ ス テ ム
（ ASSC） に お い て 、 本 学 が 毎 年 度 ホ ー ム ペ ー ジ に 公 開 し て い る 「 環 境 報
告 書 」 に よ る 環 境 へ の 取 組 が ⾼ く 評 価 さ れ 、 2015 年 度 （ 平 成 27 年 度 ） 及
び 2018 年 度 （ 平 成 30 年 度 ） に 「 ゴ ー ル ド 認 定 」 を 、 2021 年 度 （ 令 和 ３
年 度 ） に 「 プ ラ チ ナ 認 定 」 を 取 得 し た 。  

 

  
【 ゴ ー ル ド 認 定 (3 年 間 有 効 )】  

（ 2015 年 度 ）              （ 2018 年 度 ）  
※ 2021 年 度 プ ラ チ ナ 認 定 証 は 2022 年 (令 和 ４ 年 )7 ⽉ に 受 領  

15



 

  

  

 

環 境 確 保 条 例 に 従 う CO₂削 減 量 は 、 使 ⽤ し た 電 気 、 ガ ス 、 重 油 等 の エ ネ
ル ギ ー 量 を 元 に 、 東 京 都 の 定 め る 計 画 期 間 ご と の 排 出 係 数 を 乗 じ て 求 め
る 。 本 学 は 2011 年 度 （ 平 成 23 年 度 ） を 基 準 と し て 使 ⽤ エ ネ ル ギ ー を 削
減 し 、 そ れ に 伴 い CO₂削 減 に 貢 献 し て い る が 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成
に 向 け て 更 な る 取 組 が 重 要 と な る 。  
（ 2015 年 度 に CO₂排 出 量 が 増 え て い る の は 、 東 京 都 が ⽰ す 計 画 期 間 に お

け る 排 出 係 数 の 変 更 に よ る も の 。 ）  
 
 

  
 
【 CO₂排 出 量 の 推 移 】          【 電 気 の 使 ⽤ 量 ・ 料 ⾦ の 推 移 】  

 

  
 
【 ガ ス の 使 ⽤ 量 ・ 料 ⾦ の 推 移 】      【 下 ⽔ 道 の 使 ⽤ 量 ・ 料 ⾦ の 推 移 】  
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（9 ⽉算出） 
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【 2020 年 度  電 ⼒ 使 ⽤ 量 】     【 2020 年 度  CO₂排 出 量 】  

 

 
【 2020 年 度  コ ピ ー ⽤ 紙 （ A4 換 算 ） 使 ⽤ 量 】  

 

 
【 2020 年 度 廃 棄 量 】        【 2020 年 度 資 源 化 量 】  

 
３．課題点・留意点 

環 境 確 保 条 例 に よ る CO₂排 出 量 の 削 減 義 務 量 は 、 第 ３ 計 画 期 間 （ 2020 年
度 （ 令 和 ２ 年 度 ） 〜 2024 年 度 （ 令 和 ６ 年 度 ） ） は 基 準 年 に 対 し て 27％ で
あ り 、 2020 年 度 ま で 毎 年 度 こ れ を 達 成 し て い る が 、 次 の 第 ４ 計 画 期 間
（ 2025 年 度 〜 2029 年 度 ） は 削 減 義 務 量 が 35％ と な る 予 定 で 、 今 後 ま す
ま す 厳 し い ⽬ 標 値 を 課 せ ら れ る こ と が 考 え ら れ る 。  

 

＊環境報告書 2021 より 
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４．アクションプラン 
環 境 確 保 条 例 に よ る 削 減 義 務 を 継 続 し て 達 成 す る だ け で な く 、 2050 年

の キ ャ ン パ ス ゼ ロ カ ー ボ ン 化 を ⽬ 指 し た 2030 年 、 2040 年 の 削 減 ⽬ 標 を
達 成 す る た め に は 、 更 な る 電 ⼒ 及 び ガ ス 等 エ ネ ル ギ ー 使 ⽤ 量 削 減 と 合 わ
せ て 、 積 極 的 な 創 エ ネ ル ギ ー 設 備 の 導 ⼊ が 不 可 ⽋ で あ り 、 SDGs の ⽬ 標
達 成 へ の 取 組 を 加 速 さ せ 、 ハ ー ド ⾯ と ソ フ ト ⾯ に お け る 多 種 多 様 な 取 組
を 推 進 す る 。  

 
  （ １ ） カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル と SDGs 

2015 年に国連サミットより、深刻さを増す環境汚染や気候変動への
課題等を踏まえ、持続可能な開発⽬標（SDGs）として 17 の⽬標が⽰
され、本学は継続した取組を⾏っている。17 の⽬標のうち特にカーボ
ンニュートラルに関連する⽬標である 04「質の⾼い教育をみんな
に」、07「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」、12「つくる責
任つかう責任」、13「気候変動に具体的な対策を」、15「緑の豊かさ
も守ろう」への積極的な取組みを加速させるとともに、11「住み続け
られるまちづくりを」では施設の ZEB（ ※ 5） 化計画等によるキャンパス
ゼロカーボン化により地域社会に貢献する。さらに、本学が研究開発
を推進する、情報通信技術を⽤いたインターネット型のエネルギープ
ラットフォームが導くパラダイムシフトによって、09「産業と技術⾰
新の基礎をつくろう」を達成し、我が国の産業競争⼒向上と、その⼈
材輩出することこそが、本学の最⼤の貢献である。CO2 削減は SDGs
の全ての⽬標達成にも係わることから、本学は 17 の⽬標全てに対す
る取組を推進する。 

 

〜 本 学 が 取 組 む カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 関 連 す る SDGs の ⽬ 標 〜  
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（ ２ ） ハ ー ド ⾯ の 取 組 と ⽬ 標  
１ ） 建 物 の ZEB 化 等 を 推 進  

調布キャンパス建物の ZEB 化計画を⽴案し、⼤学全体の使⽤エネル
ギーの削減と、創エネルギーの導⼊を図る。2022 年度（令和 4 年
度）策定中の「共創進化型イノベーション・コモンズ マスタープラ
ン」（以下「マスタープラン」という。）において、⻑寿命化させる
改修建物及び新営建物は、100%の ZEB 化を⽬標とする。 

・ ZEB Ready 改修  2022 年度（令和４年度）−2023 年度（令和５年
度）に⻄９号館の ZEB Ready 改修整備を実施中である。ZEB Ready
改修は全国でも事例が少ないため本実績を活⽤し、マスタープラン
において⻑寿命化する建物は全て ZEB Ready 改修を計画する。 

・ ZEB 新設  マスタープランで施設のトリアージによる⼩規模建物の
集約化及び全体⾯積最適化により、ZEB 新営建物を計画する。 

・ 創エネルギー導⼊  構造上可能な全ての建物屋上に太陽光発電パネ
ル等を 2030 年度までに 100％設置 する。 

・ エネルギー等可視化  本学ホームページ掲載の各建物電気使⽤量の
⾒える化を更新し、創エネルギーを含めたエネルギーマネジメント
の状況や CO2 排出量の可視化システムを構築する。 

【 調 布 キ ャ ン パ ス ZEB 化 計 画 】  

実施・計画年度 建物名 構造・階数 延床⾯積(㎡) 備   考 

2022（令和４） ⻄９号館（Ⅰ期） SR８ 3,220 令和３年度補正事業 
（ZEB Ready 改修実施中） 

2023（令和５） ⻄９号館（Ⅱ期） SR８ 3,600 令和５年度概算要求事業 
（ZEB Ready 改修） 

2024（令和６） 東１号館 SR８-１ 4,187  
現⾏のインフラ⻑寿命
化計画（個別施設計画）
による改修計画建物。 
2022 年度（令和 4 年
度）策定中のマスター
プランにおいて、今後
も⻑寿命化させる建物
については、100%ZEB 
Ready 改修を⽬指す。 

2025（令和７） 東４･５号館(Ⅰ期) SR８-１ 5,057 

2026（令和８） 東４･５号館(Ⅱ期） SR８-１ 5,058 

2027（令和９） 東７号館 R４ 1,130 

2028（令和 10） 東８号館 R４ 1,503 

2029（令和 11） ⻄ 10 号館(Ⅰ期） SR８ 4,255 

2030（令和 12） ⻄ 10 号館(Ⅱ期） SR８ 4,256 

2031（令和 13） ⼤学会館 R４-１ 3,949 

2032（令和 14） 80 周年記念会館 R３ 1,072 

2033（令和 15） 東６号館（Ⅰ期） SR９ 5,345 

2034（令和 16） 東６号館（Ⅱ期） SR９ 5,346 

合計 10 棟 47,978 ㎡  

19



 

  

  

 

 
【 調 布 キ ャ ン パ ス 創 エ ネ ル ギ ー 導 ⼊ 計 画 】  
 

 

【 （ 既 存 ） 太 陽 光 パ ネ ル 等 設 置 建 物 】  
設置年度 建物名 構造・階数 延床⾯積(㎡) 設備容量 

2005（平成 17） Ａ棟 R4 1,855 6kW 
2009（平成 21） 東４号館 SR8 10,115 30kW 
2013（平成 25） 本館 R5-1 3,973 20kW(鉛蓄電池 200Ah) 
2013（平成 25） Ｂ棟 SR2 2,295 20kW(鉛蓄電池 200Ah) 
2014（平成 26） 体育館 SR2 2,530 10kW(リチウム蓄電池 5kWｈ) 

 計 86kW 
【 （ 計 画 ） 太 陽 光 パ ネ ル 等 設 置 建 物 】  

計画年度 建物名 構造・階数 延床⾯積(㎡) 設備容量 

令和５年度 
概算要求事業 

東３号館 R4 2,170 39.00kW 
東７号館 R4 2,172 6.38kW 

東 10 号館 R4 1,972 12.00kW 
⻄１号館 R5-1 3,189 22.50kW 
⻄２号館 SR8-1 8,252 18.00kW 
⻄５号館 SR8-1 4,321 19.50kW 
⻄６号館 SR7 2,597 16.50kW 
⻄ 9 号館 SR8 6,820 9.00kW 
⻄ 10 号館 SR8 8,511 12.38kW 

体育館 SR2 2,530 9.00kW 

 計 164.26kW 
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２ ） 施 設 の ⾼ 効 率 化  
・ 空 調 ・ 換 気 設 備 を ⾼ 効 率 設 備 に 切 り 替 え る 整 備 を 計 画 的 に 実 施 し 、 現 在

62％ の 教 育 ・ 研 究 建 物 の 整 備 率 を 2040 年 度 ま で に 100％ と す る 。  
・ 照 明 設 備 を ⾼ 効 率 の LED 照 明 へ 切 り 替 え る 整 備 を 計 画 的 に 実 施 し 、 現

在 35％ の 教 育 ・ 研 究 建 物 の 整 備 率 を 2040 年 度 ま で に 100％ と す る 。  
・ 建 物 外 部 の 外 ⽪ （ 断 熱 性 ） を ⾼ め る た め に 、 外 部 建 具 ガ ラ ス を 複 層 ま

た は 遮 熱 フ ィ ル ム 張 り と し 、 外 部 に ⾯ し た 壁 や 天 井 ⾯ の 断 熱 材 設 置 を
計 画 的 に 実 施 す る 。 現 在 64％ の 教 育 ・ 研 究 建 物 の 整 備 率 を 2040 年 度
ま で に 100％ と す る 。  

 

  
【 空 調 設 備 を ⾼ 効 率 設 備 に 改 修 】  

 

  
【 照 明 設 備 を ⾼ 効 率 設 備 に 改 修 】  

 

  
【 外 部 に ⾯ す る 天 井 へ の 断 熱 材 吹 付 】   
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（ ３ ） ソ フ ト ⾯ の 取 組 と ⽬ 標  
１ ） カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 講 習 会 ・ 研 修 等 に よ る 意 識 啓 発  

・ 全 構 成 員 に 対 す る 講 習 会 や Web 研 修 を 年 １ 回 以 上 実 施 。  
・ 学 ⻑ ト ー ク （ 年 に ４ 回 実 施 予 定 ） で 教 職 員 へ 教 育 。  
・ 学 ⻑ 等 と 学 ⽣ と の 懇 談 会 （ 年 に ２ 回 程 度 ） で 学 ⽣ へ 教 育 。  

２ ） 全 学 的 な エ ネ ル ギ ー 使 ⽤ 量 削 減  
・ 週 ２ 回 の ノ ー 残 業 デ ー の 徹 底  
・ ク ー ル ビ ズ と ウ ォ ー ム ビ ズ の 徹 底 と 前 後 各 １ ヶ ⽉ の 期 間 延 ⻑ 。  
・ 年 末 年 始 休 暇 ６ ⽇ 間 、 夏 季 休 暇 ３ ⽇ 間 に 加 え 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル

休 暇 」 と 命 名 し た ⼀ ⻫ 休 暇 を 検 討 。  
３ ） 資 源 の 有 効 活 ⽤ と 廃 棄 物 の 削 減  

・ 会 議 や 広 告 等 を 電 ⼦ 化 し ペ ー パ ー レ ス 化 の 徹 底 に よ り 、 2016 年 度 (平
成 28 年 度 )か ら 2020 年 度 (令 和 ２ 年 度 )ま で の 使 ⽤ 量 平 均 ３ 万 7 千 kg
を 2030 年 度 ま で に 50％ の 削 減 。  

・ 資 源 リ サ イ ク ル の 徹 底 に よ り 、 2030 年 度 ま で に 2016 年 度 (平 成 28 年
度 )か ら 2020 年 度 (令 和 ２ 年 度 )ま で の 廃 棄 量 平 均 1.4 万 kg を 2030 年
度 ま で に 50％ 廃 棄 量 を 削 減 。  

４ ） 緑 化 の 推 進  
・ キ ャ ン パ ス 外 構 緑 化 に 限 ら ず 執 務 室 各 室 に も 植 物 （ 鉢 等 ） を 設 置 。  
・ 社 会 連 携 セ ン タ ー を 主 体 と し た 「 花 植 え 活 動 」 、 部 署 を 超 え た 教 職 員

で 実 施 す る 「 グ リ ー ン コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 」 等 キ ャ ン パ ス の 緑 化 活 動
の 周 知 徹 底 に よ り 参 加 者 を 拡 ⼤ 。  

 

  
【 学 ⽣ ボ ラ ン テ ィ ア に よ る 花 植 え 活 動 】  

  
【 教 職 員 に よ る グ リ ー ン コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 】  
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第５章 

予算計画 
 

中⻑期的な予算計画・⾃⼰財源等の投⼊計画 
 

本 学 で は 、 2022 年 度 （ 令 和 ４ 年 度 ） に お い て 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に
資 す る 事 業 ・ 取 組 等 に 対 す る 予 算 と し て 、 約 １ 億 円 の ⾃ ⼰ 財 源 を 計 上 し て
い る 。  

今 後 も 同 予 算 を 中 ⻑ 期 的 に 安 定 し て 確 保 す る ⼀ ⽅ で 、 本 計 画 を 踏 ま え 、
カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た 取 組 を ⼀ 層 推 進 す る た め 、 学 内 外 の 研 究 コ
ミ ュ ニ テ ィ の 形 成 、 萌 芽 的 研 究 ・ 調 査 研 究 へ の 助 成 、 ⼤ 型 資 ⾦ へ の 申 請 サ
ポ ー ト 等 に よ る 更 な る 外 部 資 ⾦ の 獲 得 強 化 の ほ か 、 ネ ー ミ ン グ ラ イ ツ や ス
ペ ー ス チ ャ ー ジ に よ る 収 ⼊ 等 を 活 ⽤ し 、 予 算 規 模 の 拡 ⼤ を 図 る 。  

ZEB 化 等 、 施 設 整 備 に 必 要 な 予 算 は 、 前 記 の 学 内 予 算 を 充 て る と と も
に 、 規 模 に よ り 、 施 設 整 備 費 補 助 ⾦ 、 施 設 費 交 付 ⾦ 、 地 域 ⾏ 政 等 の 助 成 ⾦
及 び ⺠ 間 資 ⾦ 等 の 多 様 な 財 源 に よ り 、 予 算 計 画 を ⽴ 案 し て い く 。  
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第６章 

社会への貢献等 
 

本 学 の 専 ⾨ 分 野 の 強 み や 特 ⾊ を 活 か し た カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 向
け た 多 様 な 取 組 に よ り 、 教 育 ⾯ に お い て は 、 エ ネ ル ギ ー 、 環 境 問 題 等 を 理
解 し 、 課 題 解 決 に 向 け た ⾏ 動 や 複 合 的 な マ ネ ジ メ ン ト の で き る ⼈ 材 を 育 成
し 、 社 会 へ 輩 出 す る こ と で 我 が 国 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 に 貢 献 す る
と と も に 、 公 開 講 座 等 （ サ イ エ ン ス カ フ ェ Chofu や ⼦ 供 発 明 ク ラ ブ 等 ）
に よ る 地 域 へ の 啓 発 、 技 術 者 の リ ス キ リ ン グ 教 育 等 に よ り 、 カ ー ボ ン ニ ュ
ー ト ラ ル を 発 端 と し た 理 系 ⼈ 材 の 発 掘 等 を 通 じ て 社 会 に も 還 元 す る 。 ま
た 、 研 究 ⾯ に お い て は 、 前 述 し た ９ つ の 要 素 研 究 領 域 及 び こ れ に 関 連 す る
技 術 開 発 ・ 実 装 等 の 推 進 を 通 じ て 構 築 す る 「 ユ ー ザ ー が ⾃ ら 形 成 す る ⼩ 規
模 ⾃ ⽴ 分 散 シ ス テ ム 」 の 普 及 に よ り 、 今 後 も 起 こ り う る ⼤ 災 害 に 対 し て 、
社 会 シ ス テ ム の レ ジ リ エ ン ス を ⾼ め る こ と に 繋 が る 。 さ ら に 、 ア フ リ カ ・
ア ジ ア 等 に お け る 未 電 化 地 域 で は 、 ⾃ ⽴ 分 散 シ ス テ ム の 普 及 と ⾃ ⽴ 分 散 統
合 に よ り 、 巨 額 の 投 資 を 必 要 と せ ず ユ ー ザ ー 主 導 に よ っ て 電 ⼒ イ ン フ ラ の
整 備 が 進 ん で い く も の と 考 え ら れ る 。  

本 学 は 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 貢 献 す る ⽬ 的 と 役 割 を 全 て の 活 動 や 取
組 に 付 与 し 、 国 、 ⾃ 治 体 、 企 業 、 国 内 外 の ⼤ 学 、 研 究 機 関 等 と 連 携 し て 斬
新 か つ 実 効 性 の ⾼ い 研 究 を 推 進 し 、 ゼ ロ カ ー ボ ン キ ャ ン パ ス の 実 現 と 成 果
の ⽔ 平 展 開 、 さ ら に は ⾰ 新 的 な イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 に 貢 献 す る 。  

 
な お 、 本 計 画 は 、 共 創 進 化 ス マ ー ト ⼤ 学 を ⽬ 指 し て 進 化 し 続 け る 本 学 の

現 状 及 び 社 会 状 況 を 常 に 反 映 し 、 実 ⾏ 可 能 な も の と し て 進 化 し 続 け る も の
で あ る 。  

こ の 共 創 進 化 機 能 を 内 包 し た 本 計 画 の 実 装 は 、 様 々 な 課 題 や 問 題 を ⾃ ⽴
的 か つ 連 続 的 に 解 決 し 、 2030 年 の SDGs 達 成 に 寄 与 す る と と も に 、 2050
年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 を 実 現 す る 。  
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教育・⼈材育成に関する取組

情報理⼯学域（学部）・情報理⼯学研究科（⼤学院）
豊かで安全な社会の継続的な発展を⽀える「総合コミュニケーション科
学」の創出を担える⼈材の育成

共創進化スマート社会の基盤技術（AI、ネットワーク、ロボット、
量⼦技術などの先端的な情報通信技術）の幅広い知識・本質、その
限界を深く知り、未来社会をデザイン・実現・マネージできる実践
的イノベーション⼈材（UEC「⼯」型⼈材）を育成

本学と調布市主催し、⽬⿊会（本学同窓会）及び調布市
⼤学プラットフォーム共催として実施
本学のほか調布市及び近隣の⼤学や研究機関の研究者を
講師に迎え、サイエンスの楽しさについて気軽に話し合
い、交流を深めている

本学の教育研究活動の成果を広く社会に還元し、地域の
豊かな学習環境づくりに貢献するため、趣味や教養を深
める専⾨的知識や技能の習得のための講座等を公開

公開講座

サイエンスカフェChofu

⾼校⽣グローバルスクール

⼤学教育

２０２２年度開講環境関連科⽬⼀覧（⼀部）

宇宙通信⼯学 化学概論第⼆ 環境⼯学 健康の科学 精算システム⼯学 地学実験

宇宙・地球科学 化学とエネルギー 環境論 社会情報論 ⽣物学概論 分⼦⽣物学

化学概論第⼀ 科学技術と⼈間 技術者倫理 ⽣産管理 地学 倫理学

次世代の育成

社会への普及

（総合コミュニケーション科学の領域）

今⽇⼈類が直⾯するグローバルな課題の解決に向けて
取り組むことがサステイナビリティ（持続可能性）研
究の使命と意義であるとの考えに基づく⽂理融合によ
る複合新領域プログラム

情報理⼯学研究科 共同サステイナビリティ研究専攻（博⼠後期課程）
電気通信⼤学・東京農⼯⼤学・東京外国語⼤学による共同専攻（平成31年度設置）

《主な取組》
⾃然環境問題の解決などの現代社会のニーズに応えるため、空
間情報等の多様なビッグデータ、数理モデル、アルゴリズム等
を分析するための必要不可⽋な統計的⼿法の学修を通じて、
Web-GIS、ソーシャルメディア等を統合し、平常時から災害発
⽣時までの継続的な運⽤を想定したシステムを開発し、⾃治体
等におけるハザードマップの作成に寄与するなどの社会実装に
成果を上げている。
【左上写真】本研究とSDGs との関係性
【右上写真】河川の観測データ
【右中写真】因果ループ図
【下写真】システム運⽤予定の野川貯⽔池

世界が抱えるさまざまな課題の解決のため、⽂系に関⼼
がある⾼校⽣と理⼯系に関⼼がある⾼校⽣がグループを
作ってグローバルな視点で世界が抱える課題に取り組む
プログラム
（電気通信⼤学、東京農⼯⼤学、東京外国語⼤学による連携開講）
《テーマ例》
私たちは気候変動にどのように対応すべきか

「2020年度春季⾼校⽣グローバルスクール テキスト」より

参考資料１
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○カーボンニュートラルに関する主な研究概要一覧
所属・役職 氏名 研究課題名

➀
i-パワードエネルギー・
システム研究センター
センター長 教授

横川 慎二
再エネ活用促進に貢献する都市沿面(屋根・壁面・窓)を
活用した
太陽光発電ポテンシャル評価手法の研究

➁
副学長（研究担当）

機械知能システム学専攻
教授

小池 卓二 振動を利用した樹木害虫の行動制御および樹木保護に関
する研究

➂ ナノトライボロジー研究セン
ターセンター長 教授 佐々木 成朗 トライボロジーに立脚した超潤滑システムと再生エネル

ギー活用のための環境発電技術の研究

➃
i-パワードエネルギー・
システム研究センター

准教授
曽我部 東馬

・AI予測最適化手法を用いた窓用透明型太陽電池の設計
と開発
・半導体光電極材料探索と作製：高効率水素生成とCO2
の回収

➄ 機械知能システム学専攻
准教授 榎木 光治

エネルギーのトータルマネージメントと空調や排熱エネ
ルギーを回収するための熱交換技術の飛躍的効率向上の
研究

⑥ 情報学専攻
准教授 佐藤 寛之 進化計算によるビル設備の省エネルギー運用に関する研

究

⑦ 機械知能システム学専攻
准教授 梶川 翔平 木質系材料の流動による大変形加工技術の開発

⑧
i-パワードエネルギー・
システム研究センター

准教授
澤田 賢治 分散型エネルギーリソースの安全安心な運用のための

エッジデバイス組込み型セキュリティ機能の開発

⑨
i-パワードエネルギー・
システム研究センター

特任教授
市川 晴久 インターネット型（DIY型）マイクログリッドの研究

⑩
i-パワードエネルギー・
システム研究センター

特任教授
早瀬 修二 一日の発電量が多く、設置しやすい新太陽電池の研究開

発

⑪
燃料電池イノベーション

研究センター
センター長 特任教授

岩澤 康裕 建設した世界唯一のマルチ同時系列計測が可能なin situ 
放射光ビームラインにより燃料電池解析評価を牽引する

⑫
先端ワイヤレス・コミュニケー

ション研究センター
教授

石橋 功至 環境発電を用いたバッテリーレス無線センサ技術

⑬ 情報・ネットワーク工学専攻
准教授 三輪 忍 カーボンニュートラルのための大型計算機の省エネル

ギー化

⑭ 情報・ネットワーク工学専攻
助教 田島 裕康

量子効果が熱の流れに与える影響についての規則の系統
的解明と、それによる様々なエネルギーデバイスの性能
向上

⑮ 基盤理工学専攻
教授 沈 青 高効率・低コスト・高安定性を持つ新型太陽電池の開発

⑯ 基盤理工学専攻
教授 山口 浩一 半導体量子ナノ構造を用いた高効率太陽電池・高性能情

報通信デバイスへの応用

研 究 に 関 す る 取 組
参考資料２
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➀
横川慎⼆教授

➁
⼩池卓⼆教授
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③
佐々⽊成朗教授

➃-1
曽我部東⾺准教授
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➃-2
曽我部東⾺准教授

⑤
榎⽊光治准教授
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⑥
佐藤寛之准教授

⑦
梶川翔平准教授
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⑧
澤⽥賢治准教授

⑨
市川晴久特任教授
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⑩
早瀬修⼆特任教授

⑪
岩澤康裕特任教授
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⑫
⽯橋功⾄教授

⑬
三輪忍准教授
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⑭
⽥島裕康助教

⑮
沈⻘教授
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⑯
⼭⼝浩⼀教授
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⽤語説明

※1：持続可能な開発⽬標（SDGs：Sustainable Development Goals）

2015年9⽉の国連サミットで全会⼀致で採択された、2030年までに持続可能でよりよい世
界を⽬指す国際⽬標で、地球上の「誰⼀⼈取り残さない（eave no one behind）」ことを
誓って⽴てられた17の⽬標、また、それらの⽬標を達成するための具体的な169のターゲッ
ト及び232の指標（数値⽬標）で構成されている。

※2：エネルギー消費原単位（経済産業省資料より）

単位量の製品や額を⽣産するのに必要な電⼒・熱（燃料）などエネルギー消費量の総量の
ことで以下計算式による。

エネルギー消費原単位＝（Ａ−Ｂ−Ｂʼ）／Ｃ電気の使⽤量）

Ａ＝エネルギー使⽤量（燃料の使⽤量、他⼈から供給された熱の使⽤量、他⼈から供給され
た電気の使⽤量）

Ｂ＝外販したエネルギー量

Ｂ'＝購⼊した未利⽤熱量

Ｃ＝エネルギーの使⽤量と密接な関係を持つ値（例：⽣産数量、売上⾼、建物床⾯積、⼊場
者数、外来者数、ベッド数×稼働率 等）

＊「Ａ」、「Ｂ」、「B'」は原油換算値kℓとして計算。

※3：ベンチマーク制度（経済産業省資料より）

事業者の省エネ状況を業種共通の指標を⽤いて評価し、各事業者が⽬標（⽬指すべき⽔
準）の達成を⽬指し、省エネ取組を進めるもの。

＜ベンチマーク制度導⼊の意義＞

・従来指標（１％以上低減）だけでは、省エネ取組を適正に評価されなかった事業者が、
ベンチマーク指標を⽤いることで、適正な省エネ評価を受けることができる。

・業種共通の指標を⽤いて評価するため、事業者の省エネ取組状況を客観的に把握できる。

※4：事業者クラス分け評価制度

提出された定期報告書等の内容を確認し、事業者をS（優良事業者）・A（更なる努⼒が期
待される事業者）・B（停滞事業者）へクラス分けされる制度。Sクラスの事業者は、優良事
業者として経済産業省のホームページで公表され、Bクラスの事業者については「報告徴
収」、「⽴⼊検査」、「⼯場等現地調査」が⾏われる場合があり、また、報告徴収、⼯場等
現地調査、⽴⼊検査の結果、判断基準遵守状況が不⼗分と判断された場合は、Cクラス（要
注意事業者）となり指導等が⾏われ、著しく不⼗分であると認められた場合には「合理化計
画の作成指⽰」が⾏われる。

参考資料３
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※5：ZEB（Net Zero Energy Building）（環境省資料より）

建物で排出する⼀次エネルギーを省エネ+創エネでゼロ化したビル。

以下４種類

①ZEB：省エネ50％+創エネ50％で100％以上の⼀次エネルギー消費量削減実現

②Nearly ZEB：省エネ50％+創エネ25％で75％以上の⼀次エネルギー消費量削減実現

③ZEB Ready※：省エネで基準⼀次エネルギー消費量から50％以上の⼀次エネルギー消費
量の削減実現 ※本学の⻄９号館改修は、ZEB Ready で設計中。

④ZEB Oriented：延べ⾯積10,000㎡以上の建物。省エネで⽤途ごとに規定した⼀次エネル
ギー消費量の削減を実現、更なる省エネに向けた未評価技術を導⼊している建物

＊環境省より
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我が国がめざすべき未来社会の姿として提唱されているSociety 5.0 では、IoT（Internet of 
Things）により様々な知識や情報を共有し、⼈⼯知能(AI)により新たな価値を⽣みだすことで複雑な
課題を解決できる、⼈を中⼼とした社会を実現しようとしています。

本学は、Society5.0 を⼈間知・機械知・⾃然知の融合により新たな価値（進化知）を創造し様々な
課題を⾃律的に解決しながら発展し続ける「共創進化機能」を内包した未来社会、すなわち「共創進
化スマート社会」と考えその実現に貢献し、⾃らも共創進化スマート⼤学となります。

本学は、独⾃の科学技術の哲学として「総合コミュニケーション科学」を提唱しています。これは、
⼈・社会・物・⾃然間の相互作⽤をコミュニケーションとして捉え、その本質と意義を正しく理解し
機能的に向上させることで、社会に存在する様々な境界線を越え、従来異質であると考えられていた
もの同⼠の相互作⽤により⽣みだされる多様性を、イノベーションの源泉とする考え⽅です。この総
合コミュニケーション科学を思考の基礎とし、既存の枠組みや専⾨分野を越え、多元的な多様性
(pluralistic Diversity)の中で幅広い連携・協働と深い相互理解(deep Communication)により、継続的
にイノベーション (sustainable Innovation)を創出する「D. C. & I. 戦略」を推進します。このD. C. & 
I. 戦略の不断の実践を通して、あらゆる⼈々がより⼀層⼼豊かに⽣きがいを持って暮らすことのでき
る社会、すなわち様々な問題を⾃律的かつ連続的に解決し進化し続ける機能を内包した共創進化ス
マート社会を実現します。同時に、本学⾃らも共創進化機能を持ち、発展し続けます。これらの取り
組みを通し、尊敬される⼤学、頼れる⼤学、また⾃ら誇れる⼤学として、学⽣、教職員、卒業⽣、社
会からの期待に応えていきます。

（共創進化スマート社会の実現拠点）
１．世界的な教育・研究機関として共創進化スマート社会の実現拠点となります。

通信・IoT 技術、AI 技術、サイバーセキュリティ技術、ロボット・計測技術、光・量⼦技術な
ど、共創進化スマート社会の実現に不可⽋な分野における世界⽔準の教育⼒と研究⼒を有する教
育研究機関として、グローバルかつ個性豊かな学⽣・研究者がボーダーレスに集い活躍できる環
境を提供します。確かな専⾨性を軸に据えつつも学際的・多元的な思考⼒と実践⼒を備えた、進
化し続ける未来社会をデザインし先導できるイノベーティブ⼈材を養成するとともに、既成概念
にとらわれない全く新しい未来社会の知を創造し続け、共創進化スマート社会の実現を牽引する
拠点となります。

（共創的進化の実践）
２．⾃らも共創進化スマート⼤学となります。

本学⾃らを⼀つの共創進化スマート社会として捉え、その実現のため、研究成果と最先端テク
ノロジーの実装・実現の場とすることで進化し続ける、共創進化スマート⼤学となります。

本学が持つ世界⽔準の技術を活⽤し、あらゆるモノやコトの豊かなコミュニケーションのもと
で、知識・知⾒を集積・共有・再構成することで、新たな価値（進化知）が⾃律的に創造され続
ける進化機能を学内にも実現します。

これにより、例えば、時間と空間に縛られない個⼈に最適化された教育や、リアルタイムで情
報と知を共有できるダイナミックな研究環境、および時間の無駄を排しリソースを最⼤活⽤でき
る運営などが⾃律的に⽣みだされ続け進化します。

UECビジョン〜 beyond 2020 〜
〜私たちが思い描くSociety 5.0、

すなわち「共創進化スマート社会」の実現に向けて〜

参考資料４

41



（D. C. & I. 戦略と知の好循環形成）
３． あらゆる活動に対してD. C. & I. 戦略を実践し教育・研究・⼈材の循環拠点を形成し

ます。
進化知創造のための不可⽋な基盤として、分野、対象などに関して異なる考え⽅が共存する多

様性（ダイバーシティ）を堅持するとともに、全構成員の⾃発的、実践的かつ多様な活動を尊重
します。

さらに、情報ネットワークや⼈的ネットワークを駆使し、異なるものを含めた要素間の相互理
解・相互作⽤・相互触発（コミュニケーション）を促進することにより、本学のあらゆる活動を
活性化させます。

これにより、既存の枠組みにとらわれることなく、学内および諸組織や地域、産業界等との相
互交流・連携・協働を推進するための教育・研究・⼈材の好循環を形成します。

この好循環から、共創進化スマート社会の構築に寄与する新たな価値を創造（イノベーショ
ン）し、SDGs（持続可能な開発⽬標）の達成にも貢献します。
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電気通信⼤学カーボンニュートラル推進本部規程

制定 令和3年9⽉13⽇規程第21号

（設置）
第１条 国⽴⼤学法⼈電気通信⼤学環境⽅針（平成１８年制定。以下「環境⽅針」という。）に

基づく活動を通じて、⼆酸化炭素排出の量の削減等（以下「カーボンニュートラル」とい
う。）を達成するための全学的な取組の推進を図るため、電気通信⼤学（以下「本学」とい
う。）に、カーボンニュートラル推進本部（以下「本部」という。）を置く。

（任務）
第２条 本部は、次に掲げる業務を⾏う。

(1) 環境⽅針に基づく活動の企画⽴案、実施、調査及び改善並びに情報収集、啓発その他
の活動の推進に関すること

(2) カーボンニュートラルの実現に向けた計画案、⽬標値設定及び施策の策定に関するこ
と

(3) その他環境⽅針に関すること

（組織）
第３条 本部は、次に掲げる者をもって組織する。

(1)カーボンニュートラル推進本部⻑
(2) カーボンニュートラル推進副本部⻑
(3) カーボンニュートラル推進本部員

（本部⻑）
第４条 本部の⻑は、カーボンニュートラル推進本部⻑（以下「本部⻑」という。）とし、学⻑

をもって充てる。
２ 本部⻑は、本部の任務を総括し、本部所属の職員を指揮監督する。

（副本部⻑）
第５条 本部に、カーボンニュートラル推進副本部⻑（以下「副本部⻑」という。）を置き、学

⻑が指名する理事をもって充てる。
２ 副本部⻑は、本部⻑の職務を補佐し、本部⻑に事故あるときは、その職務を代⾏する。

（本部員）
第６条 本部に、カーボンニュートラル推進本部員（以下「本部員」という。）を置き、次の各

号に掲げる職員をもって充てる。
(1) 学⻑が指名する教育研究職員 ５⼈
(2) 総務部⻑
(3) 学務部⻑
(4) 学術国際部⻑
(5) その他学⻑が必要と認めた者 若⼲⼈

（任期）
第７条 本部員の任期は２年とし、再任は妨げない。ただし、⽋員が⽣じた場合の後任者の任期

は、前任者の残任期間とする。

参考資料５
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（本部会議の開催）
第８条 本部⻑は、本部の任務に関する重要事項について審議するため、カーボンニュートラル

推進本部会議（以下「本部会議」という。）を主宰し、その議⻑となる。
２ 本部会議は、本部⻑、副本部⻑及び本部員で構成する。
３ 本部会議は、構成員の２分の１以上の出席がなければ議事を開き、議決することができない。
４ 本部⻑が必要と認めたときは、構成員以外の者を本部会議に出席させ、意⾒を聴くことがで

きる。

（議事）
第９条 本部会議の議事は、出席構成員の過半数で決し、可否同数の時は、議⻑の決するところ

による。

（ワーキンググループ）
第10条 本部に、その任務を円滑に遂⾏するため、本部会議の議を経てワーキンググループを置

くことができる。
２ ワーキンググループに関し必要な事項は、本部会議が決定する。

（事務）
第11条 本部に関する事務は、総務部施設課が処理する。

（雑則）
第12条 この規程に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は別に定める。

附 則
１ この規程は、令和３年９⽉１３⽇から施⾏する。
２ この規程の施⾏後、最初に置かれる本部員の任期は、第７条の規定にかかわらず、令和４年

３⽉３１⽇までとする。
３ 電気通信⼤学エコキャンパス推進本部規程は廃⽌する。
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電気通信⼤学カーボンニュートラル推進本部名簿

本部⻑ ⽥野 俊⼀ 学⻑
副本部⻑ ⼩花 貞夫 理事（研究･産学官連携戦略担当）
副本部⻑ 阿部 浩⼆ 理事（教育・国際戦略担当）
副本部⻑ 三浦 和幸 理事（総務・財務担当）

⼩池 卓⼆ 副学⻑（研究担当）
村松 正和 副学⻑（教育担当）
⻄岡 ⼀ 情報理⼯学域⻑
⻄野 哲朗 情報理⼯学研究科⻑
鈴⽊ 勝 情報理⼯学域教育委員⻑
⼭⽥ 哲男 情報理⼯学研究科 情報学専攻 教授
榎⽊ 光治 情報理⼯学研究科 機械知能システム学専攻 准教授
⼭本 佳世⼦ 情報理⼯学研究科 共同サステイナビリティ研究専攻 教授
横川 慎⼆ ｉ‐パワードエネルギー・システム研究センター⻑・教授
曽我部 東⾺ ｉ‐パワードエネルギー・システム研究センター 准教授
南 泰浩 ⼈⼯知能先端研究センター⻑・教授
佐々⽊ 成朗 ナノトライボロジー研究センター⻑・教授
藤井 弘樹 研究戦略推進室特定准教授（チーフURA）
⼤藪 敏晶 総務部⻑
泉 茂樹 学務部⻑
中村 修⼀ 学術国際部⻑
⼩林 翼 総務部総務企画課⻑
⾚⽯ 亘 総務部財務課⻑・経理調達課⻑
牧村 恭⼦ 総務部施設課⻑
菊池 誠治 学務部教務課⻑
脇野 崇 学術国際部研究推進課⻑

事務 総務部施設課

参考資料６
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電気通信⼤学 カーボンニュートラル推進計画
2022年（令和4年）６⽉策定

企画・編集
国⽴⼤学法⼈電気通信⼤学カーボンニュートラル推進本部

問い合わせ先
総務部施設課
〒182-8585 東京都調布市調布ヶ丘１ー５−１

Tel : 042-443-5051
E-mail : uec-shisetsu@office.uec.ac.jp
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